
【表紙】 

  

  

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の2第1項 

【提出先】 東海財務局長 

【提出日】 平成19年12月17日 

【事業年度】 第15期（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 

【会社名】 株式会社ＪＰホールディングス 

【英訳名】 JP-HOLDINGS,INC. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 山口 洋 

【本店の所在の場所】 名古屋市東区葵三丁目12番7号 

【電話番号】 ０５２（９３３）５４１９ 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長 荻田 和宏 

【最寄りの連絡場所】 名古屋市東区葵三丁目12番7号 

【電話番号】 ０５２（９３３）５４１９ 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長 荻田 和宏 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

（東京都中央区日本橋茅場町1丁目4番9号） 



１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

   平成19年６月29日に提出した第15期（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日）有価証券報告書の記載事項の一部に訂正す

べき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

  

２【訂正事項】 

  第一部【企業情報】 

   第４【提出会社の状況】 

    ３【配当政策】 

    ６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

   第５【経理の状況】 

１【連結財務諸表等】 

（1）【連結財務諸表】 

注記事項 

（セグメント情報） 

  

３【訂正箇所】 

  訂正箇所は     を付して表示しております。 

  

  第一部【企業情報】 

第４【提出会社の状況】 

   ３ 【配当政策】 

（訂正前） 

 当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を確保しつつ、配当性向30％前後の業

績連動型配当の継続実績を基本方針としております。 

剰余金の配当の決定機関は、株主総会であります。 

当事業年度の配当につきましては、上記の方針に基づき、平成19年６月28日開催の定時株主総会決議により1株につき3,000円と決

定いたしました。 

内部留保資金につきましては、主力事業であります子育て支援事業を積極的に展開するために有効投資してまいりたいと考えてお

ります。 

  

（訂正後） 

当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を確保しつつ、配当性向30％前後の業

績連動型配当の継続実績を基本方針としております。 

当社の期末配当の基準日は、毎年３月31日であり、中間配当の基準日は毎年９月30日であります。 

剰余金の配当につきましては、法令に別段定めがある場合を除き、期末配当の決定機関は株主総会であり、また中間配当は、当社

定款に「取締役会決議によって中間配当を行うことができる」と定めております。 

なお、当事業年度の配当につきましては、上記の方針に基づき、平成19年６月28日開催の定時株主総会決議により1株につき

3,000円と決定いたしました。 

内部留保資金につきましては、主力事業であります子育て支援事業を積極的に展開するために有効投資してまいりたいと考えてお

ります。 

 



   ６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（訂正前） 

（1）～（4）<省略>  

（5）責任限定契約の内容の概要 

 当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、200万円または法令が定める額のいずれか高い額としております。なお、当該責任限

定が認められるのは、当該監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限ります。 

（6）<省略> 

（7）取締役の解任の決議要件 

 当社は、取締役の解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議

決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。 

（8） 新設   

  

（訂正後） 

（1）～（4）<省略>  

（5）取締役会で決議できる株主総会決議事項 

 ①自己株式の取得 

当社は機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会決議によって市場取引等によ

り自己株式を取得することができる。 

②取締役の責任限定契約の内容の概要 

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって同法第423条第１項の取締役（取締役であった者を含む）

の損害賠償責任を法令の限度において免除することができ、また当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、600万円または法

令が定める額のいずれか高い額とする旨定款に定めております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役が責任の原因

となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限ります。 

③監査役の責任限定契約の内容の概要 

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって同法第423条第１項の監査役（監査役であった者を含む）

の損害賠償責任を法令の限度において免除することができ、また当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、200万円または法

令が定める額のいずれか高い額とする旨定款に定めております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該監査役が責任の原因

となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限ります。 

（6）<省略> 

（7）取締役の選任及び解任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の過半数をもって行う旨、および累積投票によらないものとする旨、また、解任決議については、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

（8）株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足

数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 

  



第５【経理の状況】 

１【連結財務諸表等】 

（1）【連結財務諸表】 

 注記事項 

（セグメント情報） 

   【事業の種類別セグメント情報】 

（訂正前） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

（注）１．～３．<省略> 

４．事業区分の方法の変更 

  事業区分の方法につきましては、従来「飲食事業及び給食の請負事業」に含めておりました保育所向けの給食の請負事

  
アミューズメ
ント事業 

（千円） 

飲食事業及び
給食の請負事
業（千円） 

子育て支援事
業 

（千円） 

物品販売事業
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

Ⅰ 売上高、営業損益及
び経常損益 

      

売上高       

(1）外部顧客に対する売
上高 

3,339,855 952,029 1,075,950 8,374 5,376,210 － 5,376,210

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

8,633 434,950 70,434 27,911 541,930 △541,930 －

計 3,348,488 1,386,980 1,146,384 36,286 5,918,140 △541,930 5,376,210

営業費用 3,011,812 1,238,733 1,149,839 32,562 5,432,946 △157,467 5,275,479

営業利益又は営業損失 336,676 148,246 △3,454 3,723 485,193 △384,462 100,730

経常利益 339,708 151,815 42,883 3,724 538,131 △387,509 150,622

Ⅱ 資産、減価償却費及
び資本的支出 

      

資産 429,276 252,194 790,412 24,470 1,496,355 810,491 2,306,847

減価償却費 870 14,868 38,982 139 54,861 5,946 60,807

減損損失 － 3,981 － － 3,981 － 3,981

資本的支出 － 18,110 168,194 － 186,305 2,772 189,077

  
アミューズメ
ント事業 

（千円） 

飲食事業及び
給食の請負事
業（千円） 

子育て支援事
業 

（千円） 

物品販売事業
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

Ⅰ 売上高、営業損益及
び経常損益 

      

売上高       

(1）外部顧客に対する売
上高 

2,469,745 918,615 2,094,609 5,802 5,488,773 － 5,488,773

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ 626,000 176 910 627,086 △627,086 －

計 2,469,745 1,544,616 2,094,785 6,712 6,115,860 △627,086 5,488,773

営業費用 2,225,533 1,443,316 1,924,851 4,682 5,598,384 △312,146 5,286,238

営業利益 244,212 101,299 169,934 2,030 517,476 △314,940 202,535

経常利益 246,658 101,353 289,364 2,038 639,415 △322,659 316,755

Ⅱ 資産、減価償却費及
び資本的支出 

      

資産 549,804 112,334 1,664,358 15,477 2,341,974 794,224 3,136,198

減価償却費 344 12,907 56,054 － 69,306 1,150 70,457

資本的支出 2,472 3,659 415,799 － 421,932 10,760 432,692



業と、「物品販売事業」に含めておりました子育て支援施設向けの備品の販売を、子育て支援事業の一環としてとらえ、当

連結会計年度より「子育て支援事業」に含めて表示することに変更しております。 

  なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分すると次のよう

になります。 

前連結会計年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日） 

５．<省略> 

 

  
アミューズメ
ント事業 

（千円） 

飲食事業及び
給食の請負事
業（千円） 

子育て支援事
業 

（千円） 

物品販売事
業 

（千円） 
計（千円）

消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

Ⅰ 売上高、営業損益及
び経常損益 

             

売上高    

(1）外部顧客に対する売
上高 

3,339,855 951,776 1,076,233 8,345 5,376,210 － 5,376,210

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

8,633 418,029 37 1,433 428,135 △428,135 －

計 3,348,488 1,369,805 1,076,271 9,779 5,804,345 △428,135 5,376,210

営業費用 3,011,812 1,226,794 1,073,302 7,242 5,319,151 △43,672 5,275,479

営業利益 336,676 143,011 2,969 2,536 485,193 △384,462 100,730

経常利益 339,708 146,579 49,307 2,536 538,131 △387,509 150,622

Ⅱ 資産、減価償却費及
び資本的支出 

   

資産 429,276 250,275 806,579 10,223 1,496,355 810,491 2,306,847

減価償却費 870 14,868 38,982 139 54,861 5,946 60,807

減損損失 － 3,981 － － 3,981 － 3,981

資本的支出 － 18,110 168,194 － 186,305 2,772 189,077



（訂正後） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

 

  
アミューズメ
ント事業 

（千円） 

飲食事業及び
給食の請負事
業（千円） 

子育て支援事
業 

（千円） 

物品販売事業
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

Ⅰ 売上高、営業損益及
び経常損益 

      

売上高       

(1）外部顧客に対する売
上高 

3,339,855 952,029 1,075,950 8,374 5,376,210 － 5,376,210

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

8,633 16,920 70,434 27,911 123,900 △123,900 －

計 3,348,488 968,950 1,146,384 36,286 5,500,110 △123,900 5,376,210

営業費用 3,011,812 820,703 1,149,839 32,562 5,014,917 260,561 5,275,479

営業利益又は営業損失 336,676 148,246 △3,454 3,723 485,193 △384,462 100,730

経常利益 339,708 151,815 42,883 3,724 538,131 △387,509 150,622

Ⅱ 資産、減価償却費及
び資本的支出 

      

資産 429,276 252,194 790,412 24,470 1,496,355 810,491 2,306,847

減価償却費 870 14,868 38,982 139 54,861 5,946 60,807

減損損失 － 3,981 － － 3,981 － 3,981

資本的支出 － 18,110 168,194 － 186,305 2,772 189,077

  
アミューズメ
ント事業 

（千円） 

飲食事業及び
給食の請負事
業（千円） 

子育て支援事
業 

（千円） 

物品販売事業
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

Ⅰ 売上高、営業損益及
び経常損益 

      

売上高       

(1）外部顧客に対する売
上高 

2,469,745 918,615 2,094,609 5,802 5,488,773 － 5,488,773

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － 176 910 1,086 △1,086 －

計 2,469,745 918,615 2,094,785 6,712 5,489,859 △1,086 5,488,773

営業費用 2,225,533 817,316 1,924,851 4,682 4,972,383 313,854 5,286,238

営業利益 244,212 101,299 169,934 2,030 517,476 △314,940 202,535

経常利益 246,658 101,353 289,364 2,038 639,415 △322,659 316,755

Ⅱ 資産、減価償却費及
び資本的支出 

      

資産 549,804 112,334 1,664,358 15,477 2,341,974 794,224 3,136,198

減価償却費 344 12,907 56,054 － 69,306 1,150 70,457

資本的支出 2,472 3,659 415,799 － 421,932 10,760 432,692



（注）１．～３．<省略> 

４．事業区分の方法の変更 

  事業区分の方法につきましては、従来「飲食事業及び給食の請負事業」に含めておりました保育所向けの給食の請負事

業と、「物品販売事業」に含めておりました子育て支援施設向けの備品の販売を、子育て支援事業の一環としてとら

え、当連結会計年度より「子育て支援事業」に含めて表示することに変更しております。 

  なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分すると次のよう

になります。 

前連結会計年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日） 

５．<省略> 

  
アミューズメ
ント事業 

（千円） 

飲食事業及び
給食の請負事
業（千円） 

子育て支援事
業 

（千円） 

物品販売事
業 

（千円） 
計（千円）

消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

Ⅰ 売上高、営業損益及
び経常損益 

             

売上高    

(1）外部顧客に対する売
上高 

3,339,855 951,776 1,076,233 8,345 5,376,210 － 5,376,210

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

8,633 － 37 1,433 10,105 △10,105 －

計 3,348,488 951,776 1,076,271 9,779 5,386,315 △10,105 5,376,210

営業費用 3,011,812 808,764 1,073,302 7,242 4,901,122 374,357 5,275,479

営業利益 336,676 143,011 2,969 2,536 485,193 △384,462 100,730

経常利益 339,708 146,579 49,307 2,536 538,131 △387,509 150,622

Ⅱ 資産、減価償却費及
び資本的支出 

   

資産 429,276 250,275 806,579 10,223 1,496,355 810,491 2,306,847

減価償却費 870 14,868 38,982 139 54,861 5,946 60,807

減損損失 － 3,981 － － 3,981 － 3,981

資本的支出 － 18,110 168,194 － 186,305 2,772 189,077
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